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農
業
の
現
状
と
課
題

　

岩
見
沢
市
の
農
業
は
、
農
家
戸
数
が

減
っ
て
い
く
反
面
、
経
営
耕
地
面
積
は
、

ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
た
め
、
一
戸
当
た

り
の
経
営
面
積
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま

す
。ま
た
、農
業
従
事
者
の
高
齢
化
も
年
々

進
み
、
農
業
の
持
続
性
確
保
が
懸
念
さ
れ

て
い
ま
す
。

　
こ
の
状
況
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
広

い
農
地
を
少
な
い
人
数
で
適
切
に
管
理
す

る
手
法
の
確
立
を
は
じ
め
、
新
た
な
担
い

手
の
確
保
の
た
め
に
、
熟
練
農
家
の
技
術

や
知
識
、
つ
ま
り
〝
匠
の
技
〞
の
継
承
が

必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
の
導
入
や
、
ト
ラ
ク
タ
ー
の

自
動
操
舵
や
完
全
自
動
走
行
な
ど
の
ロ

ボ
ッ
ト
技
術
の
導
入
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
進
め
て
お
り
、
市
内
の
約
140
人
の

農
家
で
構
成
さ
れ
た
〝
い
わ
み
ざ
わ
地
域

Ｉ
Ｃ
Ｔ
農
業
利
活
用
研
究
会
〞
や
北
海
道

大
学
大
学
院
農
学
研
究
院
、
い
わ
み
ざ
わ

農
業
協
同
組
合
な
ど
関
係
機
関
と
一
緒
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

未
来
の
農
業
の
た
め
に

　
将
来
に
わ
た
り
岩
見
沢
市
の
農
業
を
持

続
的
に
発
展
さ
せ
る
た
め
に
は
、
日
々
進

歩
す
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の
活
用

が
不
可
欠
で
す
。

　
市
は
現
在
、
農
林
水
産
省
や
内
閣
府
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
指
定
の
も
と
、
農
家
の

方
々
に
協
力
い
た
だ
き
、
北
海
道
大
学
や

関
係
機
関
と
連
携
し
て
、
ト
ラ
ク
タ
ー
の

完
全
自
動
走
行
の
実
証
や
ド
ロ
ー
ン
で
の

作
物
の
生
育
状
況
分
析
な
ど
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を

活
用
し
て
熟
練
農
家
の
〝
匠
の
技
〞
を
継

承
し
、
農
業
に
お
け
る
課
題
の
解
決
を
促

進
す
る
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

未
来
に
つ
な
ぐ
〝
強
い 

い
わ
み
ざ
わ

農
業
〞
の
実
現
を
目
指
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
農
業

に
よ
る
農
業
経
営
の
安
定
や
農
業
所
得
の

向
上
に
向
け
、
さ
ら
に
力
強
く
進
め
て
い

き
ま
す
。

問
合
先　
市
企
業
立
地
情
報
化
推
進
室

岩見沢市の農家戸数、面積などの推移
年度 平成 12年度 平成 17年度 平成 22年度 平成 27年度

総農家戸数（戸） 2,076 1,743 1,398 1,265
経営耕地面積（ha） 19,920 19,890 19,900 19,800
一戸当たり経営面積（ha） 9.6 11.3 14.2 15.7
農業従事者（人） 4,595 3,823 3,175 2,686
平均年齢（歳） 54.5 56.3 56.8 57.1
65 歳以上の割合（％） 29.1 34.3 33.3 34.7

農林水産省　農林業センサス、耕地及び作付面積調査より

　

そ
の
取
り
組
み
が
、〝
農
業
気
象
シ
ス

テ
ム
〞
や
〝
高
精
度
位
置
情
報
を
活
用
し

た
農
作
業
〞
な
ど
の
利
活
用
シ
ス
テ
ム
で

す
。

　
こ
の
利
活
用
シ
ス
テ
ム
は
、
年
々
導
入

す
る
農
家
の
方
が
増
え
る
な
ど
、
農
業
の

課
題
を
解
決
す
る
た
め
に
と
て
も
有
効
で

あ
る
と
い
う
こ
と
が
、
地
域
全
体
に
浸
透

し
て
き
て
い
ま
す
。

関
係
者
の
声

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
農
業

　
こ
う
し
た
農
業
が
抱
え
る
さ
ま
ざ
ま
な

課
題
解
決
に
期
待
さ
れ
る
の
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の

活
用
で
す
。

　
市
は
、
基
幹
産
業
で
あ
る
農
業
の
振
興

と
産
業
活
性
化
を
目
指
し
、
気
象
デ
ー
タ

を
活
用
し
た
農
業
気
象
シ
ス
テ
ム
な
ど
の

　ICT ※という言葉をよく見たり聞いたりすると思います。
　市は、全国の自治体で初めて整備を行った〝自営光ファ
イバ網〟をはじめとする高度な ICT基盤を用いて、教育や
医療、健康、農業など、さまざまな分野で ICT利活用を進
めています。この先駆的な取り組みは、日本の未来を創っ
ていくプロジェクトとして、全国的にも高い評価を受けて
います。
　今月号は、農業分野における取り組みを紹介します。

※ ICT は、Information and Communication 
Technology の略で、情報通信技術のこと。

ICTで強い農業
へ

農作業時期の最適化 高精度位置情報による効率化・省力化

ビックデータ取得

収集・蓄積

解析

GPS衛星

位置補正データ

高精度位置情報を活用した農作業
GPS（全地球測位システム）と市内 3カ所
に設置したGPS 補正用基地局の情報を組み
合わせ、誤差数㎝の高精度な位置情報の活用
と、トラクターのハンドル操作を支援する〝自
動操舵機能〟による農作業の効率化・省力化

農業気象システム
市内 13カ所に設置した気象観
測装置により各種気象情報を収
集、蓄積し、それらの膨大なデー
タを解析して生育予測や病害予
測などの情報を利用者に提供

ICT 農業の取り組みを
動画で見てみよう！

北海道大学大学院農学研究院 野口 伸 教授
　農家戸数の減少や高齢化など、日本の農業全
体が抱える課題を解決する手法のひとつとして、
ICT 農業への期待はとても大きいものがありま
す。岩見沢市は、農業気象システムやGPS 補正
用基地局の運用はもとより、地元農家の皆さんと
自治体が取り組む ICT 農業の先進地であり、そ
の成果に国内外からも大きく注目されています。
北海道大学としても引き続き協調していきます。

いわみざわ地域 ICT農業利活用研究会
西谷内 智治 会長

　人が減り、個人が持つ面積が増えているので、
それに対応するために GPS 自動操舵機能やロ
ボットトラクターはとても重要になってきます。
今後は、気象データなどを利用して、カレンダー
形式で、各作物の作業スケジュールが自動的に組
まれるような仕組みができれば、さらに効率化や
省力化につながるものと期待しています。

情報提供

GPS
補正用基地局


